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抄録
　保健師は，地域保健の最大のマンパワーであり，保健師の能力向上は，各自治体の保健福祉の質向
上に多大な影響を及ぼす．そのため，保健師の研修や人材育成体制を整備することは極めて重要であ
る．しかし，従来は，必ずしも，系統的になされてはこなかった．この課題に対処するため，厚生労
働省では，「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会」（以下，本検討会とする）を開催し，₂₀₁₆
年 ₃ 月末に，最終とりまとめを報告した．この報告書の意図は，自治体保健師の人材育成体制構築の
推進である．
　筆者は，本検討会の座長として，その内容を解説すると共に，将来に向けて提言したい．
　本検討会では，「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」を作成し，各段階における保健師の能
力を整理した．その中で，管理職保健師に向けたキャリアラダーも作成し，各保健師の視野に入るよ
うにした．また，保健師のキャリアパスを明示し，能力を蓄積していく道筋を示した．更に，組織の
人事部門とも協力して取り組むことを明記した．保健師の人材育成・研修に関しては，都道府県によ
る計画的・継続的な取り組みが重要で，特に規模の小さい自治体への支援が必要である．地元の大学
には，自治体と一緒に研修内容を企画立案する等，その自治体の人材育成を支援することが求められ
る．また，地元の専門職団体として，看護協会や大学が協働していくことが望まれる．
　近年，保健師の養成が大学院でも行われる様になり，全国で既に₁₀大学が大学院での保健師教育を
実施している．他にも，大学院で保健師教育を実施したい大学は増えているが，公衆衛生は幅広く，
その人材を全て備えることは難しい．国立保健医療科学院の豊富な人材の活用が期待される．
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I. はじめに

　一つの組織が，その機能を発揮して社会的役割を果た
していくためには，組織の構成員の能力を開発し，高め
ていく必要がある．組織の構成員に求められる能力は，
職位に応じ，また，専門分野に応じて異なるが，いずれ
にしろ，各人が自分の仕事を見つめ，役割を自覚し，将
来を展望しながら，自ら積極的に取り組み，能力を磨い
ていくことが不可欠である．組織（自治体や専門職団体
を含む）として人材育成を行い，その態勢を整えていく
必要がある．実施すべきは，各々の構成員に求める能力
や態度を明示し，各人が努力する方向性や目標を明確に
することである．
　保健師は，地域保健の最大のマンパワーであり，その
人材育成の成否は，各自治体の保健福祉の成果に多大な
影響を及ぼす．従って，保健師の能力を向上させること，
そのための研修等の手立てを整えることは極めて重要で
ある．しかし，保健師の研修や人材育成は，従来，必ず
しも，系統的・効果的になされていたとは言い難く，職
位に応じた必要な能力を育成する方法や，その提供のあ
り方が課題となっていた．
　この課題に対処するため，厚生労働省では，「保健師
に係る研修のあり方等に関する検討会」（以下，本検討
会とする．）を立ち上げ，平成₂₈年 ₃ 月末に，最終とり

まとめを報告した．この報告書の副題は，「自治体保健
師の人材育成体制構築の推進に向けて」である．筆者は，
本検討会の座長であった立場から，その内容を解説する
と共に，将来展望と課題について述べる．また，国立保
健医療科学院への期待も述べたい．

II. 「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」
の作成と能力の明確化

₁ ． ₂ 種類のキャリアラダー：保健師の専門的能力と管
理職保健師向け

　保健師は，看護師に比して，ともすれば仕事内容が見
え難いといわれることがある．直接的な対人保健サービ
スはともかく，施策化等は，直接住民の目に触れにくい
からであろう．可視化するためにも，保健師が各段階で
どのような能力を必要としているのか，また，その獲得
状況について，明示することが必要である．本検討会で
は，この点を考慮し，標準的なキャリアラダーを作成し，
求められる能力を整理した．キャリアラダーは，能力の
成長過程を段階別に整理したもので，それぞれの職務内
容や必要なスキルを明確にし，はしごを昇るようにキャ
リア向上の道筋を示したものである．厚生労働科学研究，
奥田班の成果 [₁] を参考に，本検討会で作成した．
　今回作成した「自治体保健師の標準的なキャリアラ
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human resources of the National Institute of Public Health are expected.
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ダー」は，「保健師の専門的能力に係るキャリアラダー」
と「管理職保健師に向けた能力に係るキャリアラダー」
の ₂種類である．前者がすべての保健師を対象としてい
るのに対し，後者は専門的能力が一定程度積み上げられ
た管理職保健師に適用される．
　近年，課長や部長など管理職に就く保健師が増加傾向
にある．職位によって出席できる会議や入手できる情報，
及ぼす影響の範囲が異なってくる．通常は，職位が上が
る方が影響を及ぼし得る範囲が大きい．特に，事業創出
や予算取りといった施策化に際しては，会議等で説明し
たり，財政課との交渉をする必要があるが，それには一
定の職位が必要である．このため，管理職保健師に求め
られる能力を明確に示すことによって，保健師が，将来
の選択肢の一つとして，管理職保健師も視野に入れるこ
とができるようにした．
　各自治体では，先ずは，自分たちの自治体で必要とさ
れる保健師の標準的なキャリアラダーを検討して合意す
ることが重要である．その上で，人事部門とも連携して
自治体の人材育成の一環として位置づけること，また，
保健師の一人一人がキャリアラダーを活用して自己点検
し，自己啓発を図るようにすることが望まれる．

₂ ．統括的な役割を担う保健師の育成
　一方で，統括的な役割を担う保健師（以下，「統括保
健師」）の重要性も強調したい．統括保健師は，保健活
動通知に，「保健師の保健活動を組織横断的に総合調整
及び推進し，技術的及び専門的側面から指導する役割を
担う部署を保健衛生部門等に明確に位置付け，保健師を
配置するよう努めること．」と明記されて以来，全国の
自治体で，配置が進みつつある．人材育成の推進は，統
括保健師の役割の一つであり，まずは，設置が必要であ
る．一方で，統括保健師の育成には，時間がかかる．
ジョブローテーションによる職場内教育（OJT：on the 
job training）と研修を組み合わせて計画的に育成してい
くこと，また，候補者にも自覚を促し，主体的に能力を
獲得することができるよう，上司や先輩保健師がサポー
トしていくこと，更に次の世代を速やかに育成していけ
るように補佐役の保健師を確保し，位置づけていくこと
が重要である．

III. 研修体系を構築し，人事とも協力して組織
的に取り組む必要性

₁ ．キャリアパスを活用した体系的な人材育成と人事部
門との連携

　人材育成は，OJT，職場外での研修（Off-JT：off the 
job training），そして，自己研鑽が組み合わさることに
よって効果を上げる．能力開発のためには，その時点の
能力に応じた職位や部署に配置して能力を積み上げてい
けるよう，定期的かつ計画的に部署や職場の人事異動
（ジョブローテーション）を行い，様々な業務経験を積

めるようにする必要がある．
　保健師の人材育成においても，効果的なジョブロー
テーションが必要であり，人事部門も含めた組織的な合
意形成が不可欠である．
　OJTと研修を組み合わせて能力を積み上げる道筋を
キャリアパス等として示し，可視化する必要がある．各
自治体で，まずは，保健師の間で議論して，目指すべき
保健師像や人材育成方針等について共通理解を図る必要
がある．その上で，キャリアパス作成の当初から，保健
師と人事部門が協議・調整し，方針を共有するとともに
自治体の人材育成方針との整合を図り，ジョブローテー
ションや研修とも連動するキャリアパスを作成すること
が望まれる．

₂ ．個別性にも配慮したきめ細かな人材育成
　近年，保健師免許を取得する課程は多様化している．
従来主流であった ₁年課程の養成所が減少し，看護系大
学の増加と共に，学士課程における保健師養成が主流と
なった．平成₂₁年に保健師助産師看護師法が改正されて，
保健師の修業年限が ₁年間になり，それまでの学士課程
における全員必修（保看統合化カリキュラム）から選択
制の導入，また，大学院修士課程における保健師教育へ
と多様化してきた．その分，保健師として入職する時点
での準備状態が大きく異なる．また，その後の研鑽等に
より，同じ経験年数でも個別性が大きい．中堅期には，
産前産後休業や育児休業等の取得状況も多様である．育
児休業等により長期間職場を離れた保健師のキャリア継
続支援では，ワーク・ライフ・バランスがとれるような
職場環境づくりに加えて，個別の事情を勘案した対応も
必要である．
　そのためには，個々の保健師の業務経験や研修受講履
歴等をポートフォリオ形式で記録し，獲得した能力等を
自ら確認すると共に，その内容を上司との面談等で共有
し，人材育成計画に反映することが望まれる．組織内で
共通の様式（「人材育成支援シート」等）を開発・活用し，
研修受講歴や業務経験，業務を通じて獲得した能力を記
録すれば，これをキャリアラダーやキャリアパスと連動
させることによって，保健師の人材育成に効果的に活用
することができよう．
　一方で，人材育成では，主体的に自らの目指すべき方
向を考えることが非常に重要である．個々の保健師が，
「人材育成支援シート」に，獲得した能力だけでなく，
自らの目指す保健師像や将来ビジョン，伸ばしたい能力
を明記することによって，目標を再確認するとともに，
自己研鑽や意欲向上につなげることができると期待さ
れる．

IV. 関係機関の役割と連携の推進

₁ ．都道府県と市町村・市町村同士の連携の推進
　行政保健師は，主に，都道府県と市区町村に配置され
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ている．保健師の人材育成・研修に関しては，都道府県
による計画的・継続的な取り組みが重要であり，特に規
模の小さい市町村への支援が必要である．
　都道府県や保健所による市町村への支援・連携には，
様々な取組が望まれる．例えば，「保健活動通知」に示
されるように，保健所には市町村保健師の人材育成を支
援する役割が期待されている．まずは，これを再確認し，
実施することが重要である．また，市町村連絡協議会等
の定例開催などを通して市町村間の連携促進を図る．同
時に，市町村からの相談対応体制を整備し，市町村の実
態を常に把握するようにする．更に，困難事例に市町村
と連携して対応したり，事業評価を一緒に実施すること
により，市町村支援を行うと共に，把握した地域の課題
を保健所業務に反映・活用する．また，都道府県と市町
村との間で保健師の人事交流を行う等，顔の見える関係
性を構築する．一方で，市町村には，人材育成方針を自
ら検討し明確にするとともに，必要に応じて関係機関を
活用することが望まれよう．
　また，規模や特性が近い市町村間の連携は重要であり，
広域連合など市町村間連携の仕組みを活用して，保健師
の研修会を合同で開催するなどにより，連携を進めるこ
とが期待される．

₂ ．教育機関との連携推進
　自治体保健師の人材育成に関する教育機関の全国的な
取組状況について，全国保健師教育機関協議会が調査し
た結果，多くの大学で，教員が地元自治体の研修に講師
として協力していることが明らかになった [₂]．一方で，
教育機関は，保健師の現任教育の研修内容の構築にまで
は関わっていなかった．本検討会では，永江委員から，
島根県立大学が，県と連携して行っている研修体系が示
された．全国的に見ると，県の研修体系の構築に関わる
ことができている大学もあるが，その数は多くは無いよ
うである．
　地元の保健師の養成機関が，地域保健の動向や保健師
の専門性向上に関する道筋を理解し，研修体系の構築に
協力することにより，「自治体保健師との連携が強化さ
れる」，「大学として地域貢献の役割を果たせる」等のメ
リットがある．更に，自治体に就職した卒業生への支援
や，教員の得意分野等で関わることも，現任教育として
期待される．教育機関は，ともすれば，講演等の講師を
依頼されるだけの役割にとどまりがちであるが，それで
は，本来的な役割を果たしているとはいえない．むしろ，
自治体と一緒に研修内容を企画立案するなどの役割も担
うことが望まれる．
　また，自治体保健師と大学（特に，県立大学）とは，
人事交流があるところもある．大学では，自治体勤務で
はできないような体験もできる可能性がある．例えば，
保健師として自治体で行った仕事をまとめること，修士
号や博士号を取得すること，更に，海外留学で見分を広
めること等である．実際，若い時に大学に勤務した経験

が，その後，管理者となった時に自信となっていること
を見ると，人事交流が活きていると感じる．その組織の
将来を担うような人材を交流させることによる実りが大
きい．
　「研究」は，実は，保健師が受け持つ対象の全体像を
描いたり，自分の得意分野を持つことにつながる．一人
一人の保健師が，ジェネラリストであると同時に，自分
の得意分野（専門性）を持ち，その分野に関しては常に
最新の知識を得ておくことが有用である．これは，住民
に寄り添うこととは矛盾しない．少子高齢化の中で，地
域保健の動向は大きく変化している．自治体保健師が能
力を開発し，十分に発揮できるようになるために，地元
の教育機関である大学が実施可能なことから速やかに実
施していく必要があろう．

₃ ．専門職団体への期待
　保健師の人材育成には，日本看護協会や各県の看護協
会，全国保健師長会等の役割も大きい．各々が実施する
研修は，全国大会だけでなく都道府県毎やブロック毎に
も開催されており，より参加し易く，組織を越えた横の
つながりを築くことができるという利点がある．特に，
地域保健を推進する上では，自治体や地域包括支援セン
ターの保健師，学校保健で児童・生徒の健康管理を担う
養護教諭，また，労働者の健康管理を担う産業保健師，
更に，病気になった時に在宅療養を支える訪問看護師や
外来等でプライマリケアを担う看護師等が連携・協力し
ていくことが不可欠である．地元の専門職団体として，
看護協会や大学が協働し，効果を上げていくことが望ま
れる．

V. 保健師の人材育成に関する国立保健医療科
学院の役割と期待

　国立保健医療科学院が，保健師の人材育成に果たして
きた役割は，旧国立公衆衛生院の時代を含めて極めて大
きい．特に，各県の保健師養成が，県立の一年課程でな
されてきた時代には，その教員候補者が公衆衛生院に ₁
年間の研修に行き，合同臨地訓練等を体験して鍛えられ，
その学びを各県に持ち帰り，活かしてきた．この長期派
遣によって，研修生同士の顔の見える関係が築かれ，そ
れによって全国的にネットワークが広がり，地域保健関
係者のつながりができ，公衆衛生を強化してきた．
　各県の保健師養成が大学に移行し，教員の資格が大学
設置基準に則ることを求められるようになり，同時に，
各県の財政が厳しくなって長期に渡る研修に派遣するこ
とができ難くなった．その分，保健師の人材育成に果た
す保健医療科学院の役割に変化が求められるようになっ
た．現在も，研修は実施されており，その重要性は変わ
らないが，研修の提供方法については，変革も求められ
るというところであろう．
　また，大学に移行した保健師養成は，平成₂₂年度まで
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は看護師と抱き合わせで全員必修という形で進められた
ため，返って，保健師教育としては薄まり，その弊害が
大きくなってきた．平成₂₁年に保健師助産師看護師法が
改正され，保健師の修業年限が ₁年間になったことを契
機に，近年，保健師の養成は，大学院で実施する課程が
増えてきた．筆者が勤める大分県立看護科学大学が平成
₂₃年に大学院修士課程で保健師教育を開始したのに始ま
り，全国で既に₁₀大学が大学院での保健師教育を実施し
ている．また，学士課程で選択制で保健師を養成してい
る大学では，その限界を認識し，大学院で実施したいと
考える大学も増えている．
　しかし，県立の単科大学では，公衆衛生関連の人材が
限られている．一方で，国立保健医療科学院には，公衆
衛生や医療経済関連の人材が豊富に揃っている．保健医
療科学院で実施される公衆衛生関連の講義をe-learning
等で学び，必要に応じてスクーリング等で，保健医療科
学院で学ぶような仕組みを作り，それが，大学院におけ
る保健師教育の単位になれば，大学院における保健師教
育が開設し易くなる．このような仕組みにより，各県の
保健師教育機関と，保健医療科学院がWin-Winの関係を
築くことができれば，日本における保健師の人材養成と
質の向上は一気に進むであろう．

VI. おわりに─自治体保健師の人材育成の一層
の推進に向けて─

　保健師は地域保健における最大のマンパワーであり，
地域保健を取り巻く状況が大きく変化する中，保健師の

資質を向上させることは，住民の健康増進にも寄与する
ため，極めて重要かつ急務である．各自治体が，人事部
門も参画して，保健師の人材育成に取り組む必要がある．
一方で，保健師の免許取得に係る教育体制は多様であり，
就業後も産休・育休等により長期間職場を離れる場合も
ある．保健師の人材育成には，多様性を踏まえた個別の
対応が必要である．本検討会では，キャリアラダーとい
う概念を導入し，自治体保健師に求められる能力を示す
とともに，「人材育成支援シート」の活用方法と記載事
項の例を整理した．また，キャリアパスの策定プロセス
と策定における留意事項等を示した．今後，これらが活
用されることにより，個々の保健師の目標や能力の獲得
状況，ライフステージ等の多様性に応じた，効果的な人
材育成体制が構築され，人材育成が一層推進され，地域
保健が強化されることを願っている．
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